
 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料貯蔵ラックのアンカー部評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2022年 12月 

中国電力株式会社 

 

 

島根原子力発電所第２号機 審査資料 

資料番号   NS2-補-027-10-65改 03 

提出年月日 2022 年 12月 23日  

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

目  次 

 

1. はじめに  ································································  1 

2. 評価項目  ································································  1 

3. 評価対象  ································································  2 

4. 評価条件及び発生荷重評価方法  ············································  3 

5. アンカー部許容引張荷重評価  ··············································  6 

6. 評価結果  ································································  9 

 



1 

1. はじめに

使用済燃料貯蔵ラック（以下「ラック」という。）は，設計基準対象施設においてはＳク

ラス施設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事

故緩和設備に分類され，Ⅵ-2-4-2-2「使用済燃料貯蔵ラックの耐震性についての計算書」に

て基準地震動Ｓｓに対する評価を行っている。 

本書は，ラックのアンカー部が，基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有しているこ

とを説明するものである。 

2. 評価項目

ラックのアンカー部概略構造図を図 1に示す。

アンカー部の機器用金物，埋込ボルト，コンクリートのうち，機器用金物のプレート部上

面には基礎ボルトが取り付けられている。埋込ボルトは，コンクリート中の鉄筋を避けて配

置する必要があるが，基礎ボルト配置のピッチと一致しないため，ラックのアンカー部では

２段構造の機器用金物を用いて異なるボルト配置に対応している。 

耐震評価は，機器用金物，埋込ボルト，コンクリートに対して実施した。本書では，最も

裕度が小さいコンクリートの引張評価について記載する。 

図 1 アンカー部概略構造図 
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3. 評価対象 

ラックのアンカー部である燃料プール底部の機器用金物は，表 1に示す２つのタイプがあ

る。 

このうちラック側基礎ボルトからの荷重が大きく作用し，かつコンクリートのコーン状破

壊時の有効投影面積（埋込ボルト１本当り）が小さくなるタイプ 2の機器用金物を対象とし

て評価を行う。 

 

表 1 機器用金物の種類 

タイプ１ タイプ２ 

ラック側：基礎ボルト 本 

コンクリート側：埋込ボルト 本 

ラック側：基礎ボルト 本 

コンクリート側：埋込ボルト 本 
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4. 評価条件及び発生荷重評価方法 

アンカー部の強度評価に必要な荷重として，地震発生時に機器用金物に作用する引張荷重

を求める。機器用金物と共通ベース，ラック配置の概要を図 2に，機器用金物の荷重状態を

図 3に示す。 

引張荷重は，最大発生荷重としてラック（共通ベース含む）が互いに反対方向に転倒する

場合を考慮する。 
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以下に発生荷重の算出方法を示す。 

 

 (1) 機器用金物に作用する荷重は，Ⅵ-2-4-2-2「使用済燃料貯蔵ラックの耐震性についての

計算書」の基礎ボルトの応力計算で求めた基準地震動Ｓｓ時の荷重値を引用する。 

地震の方向により発生する荷重値が異なるため，NS 方向，EW 方向地震時のうち，基礎

ボルト１本当りの荷重が大きくなる方向時を選出し，機器用金物１枚に作用する引張荷重

を計算する。 

なお，引張荷重は，図 3に示すとおり基礎ボルトの配列数に応じ基礎ボルト１本目 

（ｆ１），２本目（ｆ２）の引張力を求めて合算する。ｆ１，ｆ２の値は，Ⅵ-2-4-2-2「使用

済燃料貯蔵ラックの耐震性についての計算書」に示す（4.6.8）式により求めることがで

きる。以下に計算式を示す。なお，（4.6.8）式のｉは方向を示すが，ここでは基礎ボルト

の引張荷重が大きくなる NS方向について記載することとし，以降ｉの記載は省略する。 

 

 

 

 

 

 

表 2 に示すアンカー部発生荷重評価に用いる諸元を用いて計算したｆ１，ｆ２の値は以

下のとおりである。 

ｆ１ ＝ 167400 (N) 

ｆ２ ＝ 145200 (N) 

 

ｆ１，ｆ２を合算することで，機器用金物１枚あたりの荷重値Ｆｍを求める。以下に計算

式を示す。 

Ｆｍ ＝（ｆ１・ｎｍ１＋ｆ２・ｎｍ２）・２ 

 

機器用金物タイプ２（共通ベース中央部）を例として，表 2に示すアンカー部発生荷重

評価に用いる諸元を用いて計算した計算結果を以下に示す。 

Ｆｍ ＝  (N) 

 

  (2) アンカー部の強度評価では埋込ボルト１本当りの荷重で評価するため，（1）で求めた機

器用金物１枚当りの荷重値Ｆｍを埋込ボルト本数（機器用金物タイプ２の場合， 本）

で除して評価に用いる荷重値を算出する。  

ｎ１・１２＋ｎ２・２２＋ｎ３・３２＋ｎ４・４２ 

１・{ Ｍｔ２＋(ＣＶ・ｍｔ・g・ｇ)２－ｍｔ・g・ｇ｝ 
ｆ１＝ 

ｎ１・１２＋ｎ２・２２＋ｎ３・３２＋ｎ４・４２ 

２・{ Ｍｔ２＋(ＣＶ・ｍｔ・g・ｇ)２－ｍｔ・g・ｇ｝ 
ｆ２＝ 
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表 2 アンカー部発生荷重評価に用いる諸元 

記号 記号の説明 入力値 

Ｆｃ 143体ラックベース底部に働くせん断力 8.717×10５ (N) 

Ｆｄ 144体ラックベース底部に働くせん断力 8.779×10５ (N) 

Ｍｔ ラック据付時の全体の転倒モーメント  

Ｍｂ 共通ベース底部の転倒モーメント 8.385×10３ (N･m) 

Ｍｃ 143体ラックベース底部の転倒モーメント 1.978×10６ (N･m) 

Ｍｄ 144体ラックベース底部の転倒モーメント 1.991×10６ (N･m) 

Ｍｅ 143体ラックのせん断力による共通ベース底部の転倒モーメン

ト 
 

Ｍｆ 144体ラックのせん断力による共通ベース底部の転倒モーメン

ト 
 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 1.73 

ｍｔ ラック据付時の共通ベースの全質量  

g 重力加速度 9.80665 (m/s2) 

ｈ 共通ベース高さ 0.195 (m) 

１ 共通ベース端の支点部からボルト列 1の基礎ボルトまでの距離 1.538 (m) 

２ 共通ベース端の支点部からボルト列 2の基礎ボルトまでの距離 1.334 (m) 

３ 共通ベース端の支点部からボルト列 3の基礎ボルトまでの距離 0.314 (m) 

４ 共通ベース端の支点部からボルト列 4の基礎ボルトまでの距離 0.11 (m) 

ｇ 共通ベース端の支点部から重心までの距離 0.83075 (m) 

ｎ１ 共通ベースのボルト列 1の基礎ボルトの本数 12 

ｎ２ 共通ベースのボルト列 2の基礎ボルトの本数 12 

ｎ３ 共通ベースのボルト列 3の基礎ボルトの本数 12 

ｎ４ 共通ベースのボルト列 4の基礎ボルトの本数 12 

ｎｍ１ 機器用金物のボルト列 1の基礎ボルトの本数  

ｎｍ２ 機器用金物のボルト列 2の基礎ボルトの本数 

 

  

ボルト列番号（共通ベース） 

43 21 12 34 12 21 
ボルト列番号（機器用金物） 
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5. アンカー部許容引張荷重評価 

原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）に基づいたアンカー

部の評価方法を以下に示す。また，アンカー部許容引張荷重評価に用いる諸元を表 3に示す。 

  ｐ≦ｐ
ａ
=Ｍｉｎ (ｐ

ａ１
，ｐ

ａ２
) 

  ｐ
ａ１

= 0.31Ｋ
１
Ａ

Ｃ
√Ｆ

Ｃ
 

  ｐ
ａ２

=Ｋ
２
αＡ

Ｏ
Ｆ

Ｃ
 

  ｐ：埋込ボルト１本当りの引張荷重（N） 

  ｐａ：埋込ボルト１本当りのコンクリート部の許容引張荷重（N） 

  ｐａ１：コンクリート躯体がコーン状破壊する場合の埋込ボルト１本当りの許容引張荷重

（N） 

  ｐａ２：埋込ボルト頭部に接するコンクリート部が支圧破壊する場合の埋込ボルト１本当

りの許容引張荷重（N） 

  Ｋ１：コーン状破壊する場合の引張耐力の低減係数 

  Ｋ２：支圧破壊する場合の引張耐力の低減係数 

  ＦＣ：コンクリート強度（設計基準強度） 

  ＡＣ：埋込ボルト１本当りのコンクリートのコーン状破壊面の有効投影面積（mm2） 

  α：支圧面積と有効投影面積から定まる係数（=√Ａ
Ｃ
/Ａ

Ｏ
かつ 10以下） 

  ＡＯ：支圧面積（mm2） 

なお，コンクリートのコーン状破壊面の有効投影面積を図 4に示す。本評価では，機器用

金物に取り付けられた埋込ボルトの群体としての投影面積を算出し，ボルト本数で除して１

本当りの投影面積を算出している。機器用金物は，燃料プール床面に定ピッチで複数配置さ

れているため，隣接する金物の投影範囲と重複する部分は有効投影面積として考慮しないも

のとする。  
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表 3 アンカー部許容引張荷重評価に用いる諸元 

記号 
入力値 

機器用金物 タイプ２ 

ｐａ１ 84560（N） 

ｐａ２ 132000（N） 

Ｋ１ 0.6 

Ｋ２ 0.75 

ＦＣ 23.536（N/mm2） 

ＡＣ 

α 

ＡＯ 
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6. 評価結果 

機器用金物 タイプ２のアンカー部耐震評価結果を表 4 に示す。引張荷重は，許容引張荷

重以下であり，十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

表 4 アンカー部の評価結果 

機器用金物の種類 引張荷重（N） 許容引張荷重（N） 裕度 

タイプ２ 78160 84560 1.08 

 

 




